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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第54期
第２四半期
連結累計期間

第55期
第２四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （百万円） 34,386 28,303 63,107

経常利益 （百万円） 1,082 1,441 2,034

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 660 1,000 1,186

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,041 1,410 1,661

純資産額 （百万円） 14,512 16,051 14,884

総資産額 （百万円） 31,517 32,186 30,899

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 39.39 59.66 70.83

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.9 49.8 48.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,033 1,433 △647

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 275 △157 96

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 808 △326 484

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 7,161 7,992 7,042

 

回次
第54期
第２四半期
連結会計期間

第55期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
 自　平成29年７月１日
 至　平成29年９月30日

 自　平成30年７月１日
 至　平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.33 27.88

（注）１　連結売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

３　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更はあ

りません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
 

EDINET提出書類

ＪＢＣＣホールディングス株式会社(E02729)

四半期報告書

 2/20



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

 当第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日～平成30年９月30日）におけるＩＴサービス市場の動向は、企業

の既存システム更新に加え、競争力を高めるためのクラウド、ＩｏＴ（モノのインターネット）やＡＩ（人工知

能）などを活用した新たなビジネスモデル創出への取り組みが更に進み、ＩＴ投資は伸長傾向にあります。また、

当社の主な顧客である中堅企業においても同様の傾向が広がってきております。

 このような中、今年度は４ヵ年の中期経営計画「Transform2020」２年目にあたり、「事業構造を変える」、

「注力分野の明確化」、「新たな取り組み」を経営の基本方針として、７つの成長事業「ＷＩＬＤ７」〔クラウド

サービス、ＮｅｗＳＩ（新システム開発）、セキュリティサービス、ＪＢソフトウェア、ヘルスケア（医療）、３

Ｄ事業、人財育成サービス（研修）〕のビジネス拡大、お客様のデジタル・トランスフォーメーションへの取り組

み支援などにより、更なる収益力の向上に取り組んでおります。

 当第２四半期連結累計期間は、これらの取り組みの効果もあり第１四半期連結累計期間に続き増益となりまし

た。

 

 当第２四半期連結累計期間における事業分野別の概況は、以下の通りです。

 

［情報ソリューション］

企業の情報システムの構築及び運用保守サービス等を行っている情報ソリューション分野では、サービスビジ

ネスについては、企業のセキュリティ強化対応を受けてセキュリティサービスが伸長いたしました。システムに

ついては、Windows10更新やサーバー更新の大型案件の前倒しでの獲得等によりビジネスが堅調に推移し、次世

代プラットフォームにおいては付加価値の高いビジネスに注力し利益率に貢献しました。クラウドにおいてはＡ

Ｉ関連サービスでのビジネスパートナーとの協業の効果や案件の大型化などにより堅調に推移しております。シ

ステム開発については、全般的には前年同期を下回りましたが、クラウドネイティブ開発や高速開発等のＮｅｗ

ＳＩ（新システム開発）の取り組みは前年同期を上回りました。

これらの結果、売上高は270億91百万円（前年同期比2.5％増）となりました。

 

［製品開発製造］

当グループ独自のソフトウェア及びプリンター等の情報機器の開発・製造・販売を行っている製品開発製造分

野では、ＪＢソフトウェアについて、社内外のシステム間の連係を効率化し情報の利活用を実現する「Qanat

2.0」シリーズ及び社内に蓄積する大量データを集めて分析し意思決定をサポートする「WebReport 2.0 smart」

のビジネスが伸長いたしました。生産管理システム「R-PiCS」については、導入や開発が前年と同水準で推移い

たしました。ハードウェアについては、主力のインパクトプリンターは需要が縮小傾向にはありますが、ビジネ

スパートナーとの協業の推進やお客様ヘのリプレース活動の促進による拡販施策を推進するとともに、コスト削

減についても継続して取り組んでおります。

これらの結果、売上高は12億12百万円（前年同期比1.3％増）となりました。

 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高283億３百万円（前年同期比17.7％減）、営業利益13

億55百万円（前年同期比29.0％増）、経常利益14億41百万円（前年同期比33.1％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は10億０百万円（前年同期比51.5％増）となりました。

 

 平成30年３月期第１四半期連結会計期間末において、ディストリビューション分野に属する株式会社イグアスの

株式を全て売却したことに伴い、当グループの平成30年３月期第２四半期連結会計期間期首以降におけるディスト

リビューション分野の事業活動は行っておりません。この影響により、当第２四半期連結累計期間の売上高の前年

同期比は17.7％減となっておりますが、ディストリビューション分野を除いた場合は2.4％増となります。なお、

利益等への影響は軽微であります。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ12億86百万円増加し、321億86百万円とな

りました。これは主に、現金及び預金が９億５百万円、商品及び製品が１億78百万円、投資有価証券が５億64百万

円増加し、また、貸倒引当金が91百万円取り崩された一方、受取手形及び売掛金が５億70百万円減少したことなど

によるものです。

（負債）

 当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比べ１億19百万円増加し、161億34百万円とな

りました。これは主に、流動負債のうちその他に含まれている前受金が３億60百万円増加した一方、支払手形及び

買掛金が１億28百万円、退職給付に係る負債が１億43百万円減少したことなどによるものです。

（純資産）

 当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末と比べ11億66百万円増加し、160億51百万円と

なりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益により10億０百万円、その他有価証券評価差額金が

３億68百万円増加した一方、配当金の支払いにより３億１百万円減少したことなどによるものです。

 

 

(3) キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は、前連結会計

年度に比べ９億49百万円増加し、79億92百万円となりました。

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、以下の通りであります。

 

［営業活動によるキャッシュ・フロー］

営業活動による資金の増加は14億33百万円（前年同期は10億33百万円の減少）となりました。増加要因として

は、主に税金等調整前四半期純利益14億55百万円、売上債権の減少９億27百万円、減少要因としては、主に退職

給付に係る負債の減少１億43百万円、たな卸資産の増加２億14百万円、仕入債務の減少１億58百万円、法人税等

の支払額４億80百万円によるものです。

 

［投資活動によるキャッシュ・フロー］

投資活動による資金の減少は１億57百万円（前年同期は２億75百万円の増加）となりました。減少要因として

は、主に有形固定資産の取得による支出99百万円、投資有価証券の取得による支出39百万円によるものです。

 

［財務活動によるキャッシュ・フロー］

財務活動による資金の減少は３億26百万円（前年同期は８億８百万円の増加）となりました。減少要因として

は、主に配当金の支払い３億１百万円によるものです。

 

 

(4) 経営方針・経営戦略等

 当第２四半期連結累計期間において、当グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。
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(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りです。

 

<当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針>

 当社は、当社の株式の大量取得を目的とする買付が行われる場合においても、当社の企業価値・株主の皆様の共

同の利益に資するものであれば、それに応じるか否かは、最終的には株主の皆様のご判断に委ねられるべきものと

考えております。また、経営効率を高めることにより、企業価値の向上に日々努めていくことが重要であると考え

ております。

 しかしながら、高値での売り抜け目的や事業のための特定の重要な資産や技術の取得または切り売り等、その目

的等から見て当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式

の売却を事実上強要するおそれのあるもの、取締役会や株主の皆様が株式の大量買付行為について検討し、あるい

は取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した条件よりも有利な条

件をもたらすために買付者との交渉を要するものなど、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に反する場合

もあり、そういった不当な買収者から当社が築いてきた企業価値や株主の皆様を始めとするステークホルダーの利

益を守る必要が生ずる場合も想定されます。

 このようなことから、当社の株式の大量取得を目的とする買付が仮に発生した場合、当該買付者の事業内容、将

来の事業計画や過去の投資行動の傾向及び実績等から、当該買付行為が当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利

益に与える影響を慎重に検討することもまた重要であると認識いたしております。

 現在のところ、当社には、当社株式の大量買付に関して、差し迫った具体的脅威は発生いたしておりません。ま

た、当社といたしましても、そのような買付者が出現した場合の具体的な取り組み（いわゆる「敵対的買収防衛

策」）を予め定めるものではありません。

 しかしながら、当社といたしましては、株主の皆様から付託を受けた経営者の責務として、当社株式の取引の状

況や株主構成の異動の状況等を常に注視しつつ、発生の場合の初動体制を整えるほか、当社株式の大量取得を企図

する者が出現した場合には、社外の専門家も交え、当該買付者の意図の確認、事業計画の評価及び交渉を行い、当

該買付行為が当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に資さない場合には、具体的な対抗措置の要否及びその

内容等を速やかに決定・開示し、適切な対抗措置を実行する体制を直ちに整える所存です。

 なお、本基本方針の内容につきましては、買収行為を巡る法制度の整備や関係当局の判断及び見解も考慮しつ

つ、世の中の動向も見極め、今後も継続して見直しを行ってまいります。

 

(6) 研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億17百万円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,000,000

計 86,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,773,743 17,773,743
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 17,773,743 17,773,743 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 17,773 － 4,713 － 4,786
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式（自

己株式を除

く。）の総数に

対する所有株式

数の割合（％）

ＪＢグループ社員持株会
東京都大田区蒲田５丁目37－１　ニッセイアロマ

スクエア15Ｆ
1,324 7.89

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,047 6.24

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 976 5.81

谷口　君代 東京都三鷹市 418 2.49

富国生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町２丁目２－２

（東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

414 2.47

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８－11 300 1.79

大塚　哲夫 東京都新宿区 250 1.49

THE BANK OF NEW YORK MELLON

140042

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

225 LIBERTY STREET, NEW YORK, NEW YORK,

U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15-１）

242 1.45

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８－11 237 1.41

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口２）
東京都中央区晴海１丁目８－11 229 1.36

計 － 5,441 32.39
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式

 

972,200
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,782,800 167,828 同上

単元未満株式 普通株式 18,743 － 同上

発行済株式総数  17,773,743 － －

総株主の議決権 － 167,828 －

（注）１　「単元未満株式数」には当社所有の自己株式47株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権７個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ＪＢＣＣホールディング

ス株式会社

東京都大田区蒲田五丁

目37番１号　ニッセイ

アロマスクエア

972,200 － 972,200 5.47

計 － 972,200 － 972,200 5.47

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＪＢＣＣホールディングス株式会社(E02729)

四半期報告書

 8/20



第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、PwCあらた有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,232 8,138

受取手形及び売掛金 11,399 10,829

商品及び製品 822 1,001

仕掛品 299 328

原材料及び貯蔵品 392 399

その他 1,144 1,205

貸倒引当金 △140 △46

流動資産合計 21,150 21,856

固定資産   

有形固定資産 2,073 2,049

無形固定資産 622 658

投資その他の資産   

投資有価証券 2,898 3,463

その他 4,212 4,219

貸倒引当金 △58 △61

投資その他の資産合計 7,052 7,621

固定資産合計 9,748 10,329

資産合計 30,899 32,186

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,749 4,620

短期借入金 370 376

未払法人税等 561 575

受注損失引当金 60 48

その他 5,777 5,954

流動負債合計 11,519 11,575

固定負債   

退職給付に係る負債 4,014 3,870

資産除去債務 346 443

その他 134 245

固定負債合計 4,494 4,559

負債合計 16,014 16,134

 

EDINET提出書類

ＪＢＣＣホールディングス株式会社(E02729)

四半期報告書

10/20



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,713 4,713

資本剰余金 4,863 4,885

利益剰余金 5,645 6,343

自己株式 △695 △660

株主資本合計 14,526 15,283

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 837 1,206

為替換算調整勘定 12 9

退職給付に係る調整累計額 △509 △465

その他の包括利益累計額合計 341 750

非支配株主持分 16 17

純資産合計 14,884 16,051

負債純資産合計 30,899 32,186
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 34,386 28,303

売上原価 25,917 20,095

売上総利益 8,468 8,207

販売費及び一般管理費 ※１ 7,417 ※１ 6,851

営業利益 1,051 1,355

営業外収益   

受取配当金 22 31

設備賃貸料 50 60

受取保険料 31 29

その他 21 44

営業外収益合計 125 165

営業外費用   

支払利息 5 2

持分法による投資損失 30 4

設備賃貸費用 50 60

その他 7 11

営業外費用合計 94 80

経常利益 1,082 1,441

特別利益   

移転補償金 － 13

関係会社株式売却益 184 －

固定資産売却益 6 －

特別利益合計 191 13

特別損失   

その他 0 －

特別損失合計 0 －

税金等調整前四半期純利益 1,273 1,455

法人税等 609 454

四半期純利益 663 1,000

非支配株主に帰属する四半期純利益 3 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 660 1,000
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 663 1,000

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 265 368

為替換算調整勘定 △5 △2

退職給付に係る調整額 117 43

その他の包括利益合計 377 409

四半期包括利益 1,041 1,410

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,037 1,409

非支配株主に係る四半期包括利益 3 0
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,273 1,455

減価償却費 268 227

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 △91

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,039 △143

受取利息及び受取配当金 △23 △32

支払利息 5 2

支払手数料 6 6

未払費用の増減額（△は減少） △331 △89

関係会社株式売却損益（△は益） △184 －

持分法による投資損益（△は益） 30 4

売上債権の増減額（△は増加） 179 927

たな卸資産の増減額（△は増加） 22 △214

仕入債務の増減額（△は減少） △404 △158

その他 △193 △45

小計 △406 1,847

利息及び配当金の受取額 19 34

利息の支払額 △5 △2

手数料の支払額 △3 △3

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △671 △480

その他 34 38

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,033 1,433

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △56 △99

無形固定資産の取得による支出 △37 △17

投資有価証券の取得による支出 △576 △39

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
886 －

敷金及び保証金の差入による支出 △7 △15

敷金及び保証金の回収による収入 14 47

その他 53 △32

投資活動によるキャッシュ・フロー 275 △157

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,310 6

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△80 －

自己株式の取得による支出 △122 △0

配当金の支払額 △244 △301

非支配株主への配当金の支払額 △0 －

リース債務の返済による支出 △53 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー 808 △326

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 45 949

現金及び現金同等物の期首残高 7,115 7,042

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 7,161 ※１ 7,992
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

（会計上の見積りの変更）

（資産除去債務の見積りの変更）

　当第２四半期連結会計期間において、当社の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去

債務について、原状回復費用の新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関して見積りの変更を行いました。こ

の見積りの変更による総資産への影響額は121百万円であります。

　なお、当該見積りの変更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益への影響はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
　　至 平成30年９月30日）

給与 3,127百万円 2,888百万円

賞与 952 922

退職給付費用 234 187

研究開発費 128 217

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金 7,345百万円 8,138百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △184 △146

現金及び現金同等物 7,161 7,992
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

 

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月９日

取締役会
普通株式 244 14.50 平成29年３月31日 平成29年６月22日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月26日

取締役会
普通株式 234 14.00 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

 

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年４月27日

取締役会
普通株式 301 18.00 平成30年３月31日 平成30年６月21日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年10月25日

取締役会
普通株式 302 18.00 平成30年９月30日 平成30年12月３日 利益剰余金

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日 至　平成29年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
情報ソリュー
ション

ディストリ
ビューション
（注）３

製品開発製造 計

売上高       

外部顧客への売上高 26,431 6,758 1,196 34,386 － 34,386

セグメント間の内部
売上高又は振替高

215 3,269 474 3,959 △3,959 －

計 26,646 10,027 1,671 38,345 △3,959 34,386

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
1,821 △94 △8 1,718 △667 1,051

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△667百万円には、セグメント間取引消去32百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△691百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．第１四半期末において、ディストリビューション分野に属する株式会社イグアスの株式を全て売却したこ

とに伴い、当グループの第２四半期期首以降におけるディストリビューション分野の事業活動は行っており

ません。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日 至　平成30年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
情報ソリュー
ション

製品開発製造 計

売上高      

外部顧客への売上高 27,091 1,212 28,303 － 28,303

セグメント間の内部
売上高又は振替高

65 395 460 △460 －

計 27,156 1,607 28,764 △460 28,303

セグメント利益 1,893 73 1,967 △611 1,355

（注）１．セグメント利益の調整額△611百万円には、セグメント間取引消去△3百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△608百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．前期において、ディストリビューション分野に属する株式会社イグアスの株式を全て売却したことより、

ディストリビューション分野を報告セグメントより除外しております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 39円39銭 59円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
660 1,000

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
660 1,000

普通株式の期中平均株式数（株） 16,757,740 16,765,212

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　第55期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当については、平成30年10月25日開催の取締役会に

おいて、平成30年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の通り中間配当を行うことを決議

いたしました。

配当金の総額 ３億２百万円  

１株当たりの金額 18円00銭  

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月３日  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

 

平成30年11月９日

ＪＢＣＣホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

 

Ｐ ｗ Ｃ あ ら た 有 限 責 任 監 査 法 人

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 市　　原　　順　　二　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 鵜　　飼　　千　　恵　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＪＢＣＣ

ホールディングス株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間（平成30年７月１日から平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの

基準に準拠して四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＢＣＣホールディングス株式会社及び連結子会社の平

成30年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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